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３．設計例 

3.1 液状化の判定計算 

対象管路の周辺で採取した土質柱状図、各層ごとの土質試験結果などを基に、現地盤の

液状化の判定の要否を判断し、必要な場合はＦＬ値法により判定する。 

【解説】 

 これまでの地震における管路被害の分析結果によると、亀裂、崩壊、液状化による側方

流動等の大きな地盤変状の発生したところで被害が多発することが明らかになっている。

 ここでは、2.3（２）に示したＦＬ値法により、対象管路周辺の現地盤の液状化を判定する。

（1）液状化の判定を行う必要がある土層

 構造物の基礎地盤の砂質土層が、以下の 3 つの条件すべてに該当する場合には、地

震時に液状化が生じる可能性があるとされている。

①地下水位が現地盤面から 10ｍ以内にあり、かつ現地盤面から 20ｍ以内の深さに存

在する飽和土層

②細粒分含有率 FC が 35％以下の土層、または FC が 35％を超えても塑性指数Ｉpが

15 以下の土層

③平均粒径 D50が 10mm 以下で、かつ 10％粒径 D10 が 1mm 以下である土層

（2）計算方法

ＦＬ値法による液状化判定について、設計基準の該当箇所（p.360-362）を引用すると

下記のとおりである。

液状化判定の検討は、レベル 1 地震動及びレベル 2 地震動に対し行うものとする。

また、液状化の判定には、通常標準貫入試験が実施された深度において LF 値が得ら

れるが土層ごとに平均的な LF 値にて実施する。

LRF L /  ······················································ （3.1.1） 

Lw RcR   ······················································ （3.1.2） 

vvhgd kL   /  ················································ （3.1.3） 

x..d 015001   ················································ （3.1.4） 

 wtwtv hxh  21   ······································· （3.1.5） 

 wtwtv hxh  21   ······································· （3.1.6） 

（タイプⅠの地震動の場合） 

01 .c w   ······················································· （3.1.7） 

（タイプⅡの地震動の場合） 
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ここに、 LF  ： 液状化に対する抵抗率 
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R  ： 動的せん断強度比 

L  ： 地震時せん断応力比 

wc  ： 地震動特性による補正係数 

   レベル 1 地震動の場合の wc は、タイプⅠの地震動の値を用い

てよい。 

LR  ： 繰り返し三軸強度比 

d  ： 地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数 

hgk  ： 液状化の判定に用いる地盤面における設計水平震度 

   レベル 2（タイプⅡ） 

Ⅰ種地盤 ： Zhg Ck  8.0

Ⅱ種地盤 ： Zhg Ck  7.0

Ⅲ種地盤 ： Zhg Ck  6.0

レベル 1 ： Zhg Ck  15.0

v  ： 全上載圧（kN/ｍ2） 

v   ： 有効上載圧（kN/ｍ2） 

x  ： 地表面からの深さ（ｍ） 

1t  ： 地下水位面より浅い位置での土の単位体積重量（kN/ｍ3） 

2t  ： 地下水位面より深い位置での土の単位体積重量（kN/ｍ3） 

2t   ： 地下水位面より深い位置での土の有効単位体積重量（kN/ｍ3） 

wh  ： 地下水位の深さ（ｍ） 

ZC  ： 地域別補正係数（表 3.1参照） 

 地盤種別は、設計基準（p.337-340）による。 

表 3.1 地域別補正係数 CZ

地域区分 地域別補正係数 ZC

Ａ 1.0 

Ｂ 0.85 

Ｃ 0.7  

・繰り返し三軸強度比

繰り返し三軸強度比 LR は式（3.1.9）により算出するものとする。
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ここで、 

＜砂質土の場合＞ 

211 cNcNa  ・  ················································· （3.1.10） 

 70/1701  vNN   ············································· （3.1.11） 
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＜礫質土の場合＞ 

 36.01aN log10   150 2/ ND  ·································· （3.1.14） 

ここに、 LR  ： 繰り返し三軸強度比 

N  ： 標準貫入試験から得られる N 値 

1N  ： 有効上載圧 100kN/ｍ2 相当に換算した N 値 

aN  ： 粒度の影響を考慮した補正 N 値 

21 cc 、  ： 細粒分含有率による N 値の補正係数 

FC  ： 細粒分含有率（％）（粒径 75μｍ以下の土粒子の通過質量百分

率） 

50D  ： 平均粒径（mm） 
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（3）計算データ

 現地盤の土質柱状図を図 3.1に示す。

また、図 3.1の土質柱状図に示された As1 層、Ac 層、As2 層の諸元を表 3.2に示す。

これによると Ac 層は液状化しないと考えられるので、As1 層および As2 層について判

定する。

図 3.1 土質柱状図
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表 3.2 各層の土質試験結果
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（4）計算結果

 液状化判定結果を表 3.3に示す。

As1 層のＦＬ値は 0.441、As2 層のＦＬ値は 0.403 となり、ともに 1.0 を下回っている。

両層の自然含水比ωnは表 3.2によると 30％前後を示しており、いずれも地下水位以下

にあることから飽和地盤とみなすと液状化の危険性があると判定される。

また、両層の均等係数 Uc はともに 2 以下と非常に小さい（均等な）値であり、この

点からも液状化の危険性が高いと考えられる。

表 3.3 現地盤の液状化判定結果

Ａ種 Ａ種

レベル２ レベル２

As1 As2

液状化に対する抵抗率 F L 0.441 0.403 F L≦1で液状化

動的せん断強度比 R 0.361 0.405
地震動特性による補正係数 c w 1.476 1.539 タイプⅡの場合

繰り返し三軸強度比 R L 0.244 0.263

地震時せん断応力比 L 0.819 1.005
地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数 γd 0.9745 0.865
液状化判定に用いる地盤面における設計水平震度 khg 0.6 0.6 Ⅲ種地盤の場合

全上載圧 σv kN/m2 29.75 168.45
有効上載圧 σ'v kN/m2 21.25 86.95

地表面からの深さ x m 1.7 9.0
地下水位の深さ h w m 0.85 0.85
地下水位より浅い位置での土の単位体積重量 γt1 kN/m3 16 16
地下水位より深い位置での土の単位体積重量 γt2 kN/m3 19 19
地下水位より深い位置での土の有効単位体積重量 γ't2 kN/m3 9 9
地域別補正係数 C Z 1.0 1.0 地域区分Ａの場合

標準貫入試験から得られるN値 N 7 14
<砂質土の場合のN a >

粒度の影響を考慮した修正N値 N a 13.04 15.16
有効上載圧100kN/m2相当に換算したN値 N 1 13.04 15.16
細粒分含有率によるN値の補正係数 c 1 1 1

細粒分含有率によるN値の補正係数 c 2 0 0

細粒分含有率（粒径75μm以下の質量百分率） FC ％ 6 6
<礫質土の場合のN a >

粒度の影響を考慮した修正N値 N a #NUM! #NUM!
平均粒径 D 50 mm

備　考

土質区分

地震動のレベル

重要度区分
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3.2 管路耐震化範囲の計算 

対象管路の設計条件をもとに、屈曲部のスラスト計算（常時）、屈曲部の許容変位の計算

（地震時）を行い、対策範囲を定める。 

3.2.1 計算事例１（片側５本の場合） 

１）設計条件 

  （１）管種・呼び径       ：GX 形ダクタイル鉄管・φ200
  （２）直管の管長        ：5.0ｍ
  （３）屈曲部の角度       ：θ  ＝78.75°(45°＋22°1/2＋11°1/4) 
  （４）耐震管の使用本数     ：曲管片側に各 5 本（両端の 2.5m 短管を含む）

     耐震管のうち剛構造継手  ：曲管前後の各 1 箇所

  （５）継手の許容伸出し量    ：100mm（伸び量 100mm／縮み量 10mm）

  （６）設計水圧         ：ｐ  ＝1.0MPa 
  （７）土被り          ：ｈ  ＝1.5ｍ
  （８）土の内部摩擦角      ：φ  ＝30.0 °
  （９）地盤反力係数       ：ｋ  ＝3000 kＮ/ｍ３

  （10）管と土との摩擦係数    ：μ  ＝0.5 
  （11）土の単位体積重量     ：γｓ ＝16 kＮ/ｍ３

  （12）ダクタイル鋳鉄の弾性係数 ：Ｅ  ＝160000000 kＮ/ｍ２

  （13）継手の限界曲げモーメント ：Ｍ０′＝24.0 kＮ･ｍ

  （14）曲管部の許容移動量（常時） ：δ０ ＝0.01 ｍ
  （15）想定する曲管変位（地震時） ：δ ＝0.600 ｍ

図 3.2 設計管路（事例１） 

曲管前後の一体化によるスラスト防護

ライナ

5m

VU管路

5m 5m 2.5m

VCジョイント

耐震継手ダクタイル管路

VU管路

5m

5m

5m

VCジョイント

11°1/4曲管

22°1/2曲管

IP.9

45°曲管

2.5m

5m

5m
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２）スラスト対策の検討（通常時） 

 曲管前後に剛構造(離脱防止状態)の GX 形継手を使用し、一体化長さを片側 5ｍとしたと

きのスラスト力に対する安全性を検討する。 

なお、曲管から2本目以降は鎖構造(伸縮屈曲・離脱防止性を有する)のGX形継手とする。 

図 3.3 に検討を行う曲管部の概要を示す。曲管部に水圧によるスラスト力Ｐが作用する

と曲管部はＰの方向にδだけ移動する。このとき曲管と一体化された直管部には管背面の

地盤からの反力ｑ、および管と土との摩擦力ｆがスラスト力Ｐの抵抗力として作用する。

曲管部はＡ－Ａ断面に対して左右対象であるため片側について考えれば、直管と曲管の継

手部にはＰ／2 の分力として管軸直角方向にＰ１、管軸方向にＰ２の力、またｑによって曲げ

モーメントＭが作用する。さらに、曲管部はＰ１によってδ１、Ｐ２によってδ２だけ移動す

る。このとき、

Ｐ１＋


Ｐ２＝


Ｐ／2 および


δ１＋


δ２＝


δを満足し、かつ、曲管継手部の

Ｍに対する安全率が 2.5 以上、δが許容移動量以下となるように、曲管両側にそれぞれ確保

すべき一体長さＬｐを求める。ただし、曲管部に作用する土圧および曲管部の変形は無視し、

曲管部は平行移動するものと考える。

図 3.3 曲管部の概要

（１）曲管部に作用するスラスト力

  Ｐ＝2ｐＡ０sin（  ）＝48.23 kＮ

    ここに、Ｐ ：曲管部に作用するスラスト力（kＮ）

        ｐ ：設計水圧（＝1000 kＮ/ｍ２）

        Ａ０：管の断面積（＝  Ｄ２
２＝0.0380133 ｍ２）

        Ｄ２：管外径（＝0.22 ｍ）

        θ ：曲管角度（＝78.75 °）

δ２

δ１

Ｌｐ

Ｌｐ

ｆ

ｑ

Ａ

ＰＰ１

θ

Ｐ２

δ

Ｍ

Ａ

θ

2

Ｐ

2
θ

2

π

4

θ

2
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（２）管軸方向に作用する力（その 1）

 曲管の片側一体化長さをＬｐ＝5.00 ｍとする。この場合の管軸方向に作用する力は次

式で求まる。

Ｐ２＝－   Ｘtan２( )＋ ｛
βα

ｋ
Ｘtan （

θ

2
）｝ ＋

Ｐβαtan（
θ

2
）

ｋcos（
θ

2
）

Ｘ２ ２

＝37.73 kＮ ①

 ここに、Ｐ２：管軸方向に作用する力（kＮ）

     β ＝
ｋＤ

２４

4ＥＩ
（ｍ－１） ②

     ｋ ：地盤反力係数（＝3000 kＮ/ｍ３）

     Ｄ２：管外径（＝0.22 ｍ）

     Ｅ ：ダクタイル鋳鉄の弾性係数（＝160000000 kＮ/ｍ２）

     Ｉ ：管の鉄部の断面２次モーメント

  ＝  （Ｄ２
４－Ｄ１

４）＝19.52 ×10－６ ｍ４

     Ｄ１：管内径（＝Ｄ２－2ｔ＝0.2100 ｍ）

     ｔ ：計算管厚（＝Ｔ－0.0015＝0.0050 ｍ）

     α ＝Ａ１ＥμＷｆπ

     Ａ１：管の鉄部の断面積

  ＝  （Ｄ２
２－Ｄ１

２）＝0.003377 ｍ２

     μ ：管と土との摩擦係数（＝0.5）

     Ｗｆ：土被りによる土圧（＝γｓ・ｈ＝25.76 kＮ/ｍ２）

     Ｘ ＝                    ③

     Ｌｐ：仮定した一体化長さ（＝5.00 ｍ）

     θ ：曲管角度（＝78.75 °）

     Ｐ ：曲管部に作用するスラスト力（＝48.23 kＮ）

（３）管と土との摩擦力から計算される一体化長さ

 （２）の管軸方向に作用する力Ｐ２と管と土との摩擦力ｆが釣り合うときの一体化長

さは次式で求まる。

  Ｐ２＝ｆ＝μＷｆπＤ２Ｌｐ１ ④

 これより、

βα

ｋ 2

θ

64

π

4

π

sinh(2βＬｐ)＋sin（2βＬｐ）

cosh(2βＬｐ)＋cos(2βＬｐ)＋2



36 

  Ｌｐ１＝       ＝4.24 ｍ

 ここに、Ｌｐ１：管と土との摩擦力が釣り合うときの一体化長さ（ｍ）

     Ｐ２ ：管軸方向に作用する力（＝37.73 kＮ）

     μ ：管と土との摩擦係数（＝0.5）

     Ｗｆ ：土被りによる土圧（＝25.76 kＮ/ｍ２）

     Ｄ２ ：管外径（＝0.22 ｍ）

（４）管軸方向に作用する力（その２）

 （２）で仮定した一体化長さＬｐ＝5.00 ｍと（３）で算出した一体化長さＬｐ１＝4.24 

ｍの大小によって以下に示すようにＰ２を求める。

［Ｌｐ≧Ｌｐ１の場合］

Ｐ２は①式で計算した値を使用する。

［Ｌｐ＜Ｌｐ１の場合］

Ｐ２は④式のＬｐ１にＬｐ＝5.00 ｍを代入して再計算した値を使用する。

本条件の場合、①式よりＰ２＝37.73 kＮとなる。

（５）管軸直角方向に作用する力

 管軸直角方向に作用する力Ｐ１と管軸方向に作用する力Ｐ２には以下に示す関係が成

立する。

  Ｐ１cos（  ）＋Ｐ２sin（  ）＝  

    ここに、Ｐ１：管軸直角方向に作用する力（kＮ）

        Ｐ２：管軸方向に作用する力（kＮ）

        θ ：曲管角度（＝78.75 °）

        Ｐ ：曲管部に作用するスラスト力（＝48.23 kＮ）

 これより、Ｐ２＝37.73 kＮを代入するとＰ１は次のように求められる。

  Ｐ１＝
Ｐ

2cos（
θ

2
）

－Ｐ２tan（  ）＝0.236 kＮ

μＷｆπＤ２

Ｐ２

2

θ

2

θ

2

Ｐ

2

θ
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（６）発生曲げモーメント

図 3.3 に示す曲管の継手部には、管背面の地盤からの反力によって以下に示す曲げ

モーメントが作用する。

  Ｍ＝     Ｙ＝0.250 kＮ･ｍ

    ここに、Ｍ ：曲管継手部に作用する曲げモーメント（kＮ･ｍ）

        Ｐ１：管軸直角方向に作用する力（＝0.236 kＮ）

        β ：②式による。（ｍ－１）

        Ｙ ＝               

        Ｌｐ：仮定した一体化長さ（＝5.00 ｍ）

（７）曲げモーメントに対する継手の安全率

  Ｓｆ＝    ＝ 96.1（≧ 2.5）

 ここに、Ｓｆ ：継手の曲げモーメントに対する安全率

     Ｍ０ ：計算に用いる限界曲げモーメント（＝24.00 kＮ･ｍ）

呼び径 900 mm 以下は Ｍ０＝Ｍ０′

呼び径 1000 mm 以上は Ｍ０＝Ｍ０′ １－
ｐ

ｐ
０

とする。

     Ｍ０′：継手の限界曲げモーメント（＝24.0 kＮ･ｍ）

     ｐ  ：設計水圧（kＮ/ｍ２）

     ｐ０ ：限界水圧（kＮ/ｍ２）

     Ｍ  ：継手に作用する曲げモーメント（＝0.0022 kＮ･ｍ）

（８）曲管部の移動量

 管軸直角方向の曲管部の移動量は次式で求まる。

  δ１＝     Ｘ＝0.00018 ｍ

 ここに、δ１：Ｐ１によって生じる管軸直角方向の移動量（ｍ）

     Ｐ１：管軸直角方向に作用する力（＝0.236 kＮ）

     β ：②式による。（ｍ－１）

     ｋ ：地盤反力係数（＝3000 kＮ/ｍ３）

     Ｄ２：管外径（＝0.22 ｍ）

     Ｘ ：③式による。

2β

Ｐ１

sinh（2βＬｐ）＋sin（2βＬｐ）

cosh（2βＬｐ）－cos（2βＬｐ）

Ｍ

Ｍ０

ｋＤ２

Ｐ１β
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）（

 これより、スラスト力Ｐ方向の曲管部の移動量は以下のように求まる。

  δ＝
δ

cos（
θ

2
）

１

＝0.00023 ｍ（≦δ０＝0.01 ｍ）

    ここに、δ ：スラスト力Ｐ方向の曲管部の移動量（ｍ）

        δ１：Ｐ１によって生じる管軸直角方向の移動量(＝0.00018 ｍ) 

        θ ：曲管角度（＝78.75 °）

        δ０：曲管部の許容移動量

NS 形(呼び径 75～450)、GX 形離脱防止継手  ：0.01 ｍ

NS 形(呼び径 500～1000)、UF 形離脱防止継手 ：0.02 ｍ

（９）まとめ

 以上の検討結果より、曲管継手部の曲げモーメントに対する安全率が 2.5 以上、曲管部

の移動量が許容移動量以下となり、曲管部（曲管＋前後各 1 本の直管）はスラスト力に

対して安全である。 
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３）曲管の許容変位の検討（地震時） 

図 3.3 の曲管部は、２）での検討のとおり通常時には十分な安全率を有しているが、地

震動により管路の周辺地盤が剛性低下や液状化を生じると、スラスト力によって曲管が背

面側に移動する。 

 地震時の曲管部に求められる最大変位を 600mm としたとき、図 3.2の管路が許容できる

曲管の最大変位δmax を求める。 

（１）計算条件 

 ⅰ）スラスト力は曲管部に作用し、水平変位は曲管から前後の管路へと伝達する。 

 ⅱ）曲管に直接つながる継手は剛構造(離脱防止状態)であり、伸縮屈曲しない。 

 ⅲ）曲管から 2 箇所目以降の鎖構造継手は、伸縮量と屈曲に伴う伸出し量の合計が許容

伸出し量に達した時点で離脱防止状態となり、それ以降は隣接する継手が伸び出して

追随する。 

 ⅳ）管路の変形モードは「2.7 管路の耐震化範囲の検討」に記載した図 2.11による。 

 ⅴ）5箇所目の鎖構造継手が許容伸出し量に達した時点で、管路の許容最大変位とみなす。

すなわち、柔構造管路へとつながる5本目の耐震管が動きだす直前を限界状態とする。 

（２）管路の変形モード 

 上記の計算条件に従い、設計管路（図 3.2）の初期状態の曲管中心を原点とし、管路の片

側を模式的に示した図 3.4により、曲管中心位置の許容最大変位δmax を計算する。 

図 3.4 管路の変形モードと各部寸法 

L’1 L’2

L’3

L’4
E’5

L1 L2 L3 L4 L5

θ/2

φ5

（X0，Y0）

y

x

許容最大変位δmax φ4

φ2

L0

L’0

E’4

E’3

E’2E’1
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（３）各部寸法の算出 

 直管長さ（L0 ～L5）、継手の屈曲角度（φ1 ～φ5）、継手の許容伸び量（E’1 ～E’5）、継手

伸び量を含む曲管変位に伴う直管長さ（L’0 ～L’5）を表 3.4に示す。 

 曲管直近の継手は離脱防止状態であり、ここでは 2本目の継手屈曲角をφ2＝2.124°と仮

定して計算を進める。 

表 3.4 設計管路の各部寸法算定 

L0 L1 L2 L3 L4 L5

1000mm 5039mm 4950mm 4950mm 4950mm －

φ1 φ2 φ3 φ4 φ5

 0 2.124° 0° -1.062° -1.062°

 E’1 E’2 E’3 E’4 E’5

 0.00mm 95.92mm 100.00mm 97.96mm 97.96mm 

L’0 L’1 L’2 L’3 L’4 L’5

1000mm 5039mm 5046mm 5050mm 5048mm －

（４）曲管中心位置の確認 

表 3.4の寸法をもとに、曲管中心位置（Ｘ0，Ｙ0）を求める。 

  






 


1

0

1

0 0
0 0.3840.982117520889cos

n

i

n

i
n

i

k
kii ELLX  mm

9.467sin
1

0 0
0   



 

n

i

i

k
kiLY  mm

 曲管中心位置の初期状態（0,0）と限界状態（Ｘ0，Ｙ0）を結ぶ線分とＹ軸のなす角 θ／2

を求めると、 

θ／2＝tan-1（Ｘ0／Ｙ0）＝39.375°

θ＝78.75°

となり、曲管中心位置の移動条件を満足している。

（５）曲管の許容最大変位 

 曲管の許容最大変位δmaxは下式で求められる。 

  3.6053.4585.384 222
0

2
0max  YX mm 

 以上の計算結果より、図 3.2に示す設計管路の曲管部が許容できる最大変位は 605mm と

なり、設計照査値 600mm を上回っている。管路の耐震化範囲は設計条件を満足しており、

安全である。
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3.2.2 計算事例２（片側４本の場合） 

１）設計条件 

  （１）管種・呼び径       ：NS 形ダクタイル鉄管・φ500
  （２）直管の管長        ：6.0ｍ
  （３）屈曲部の角度       ：θ  ＝56.25°(45°＋11°1/4) 
  （４）耐震管の使用本数     ：曲管片側に各 4 本（両端の 3m 短管を含む）

     耐震管のうち剛構造継手  ：曲管前後の各 1 箇所

  （５）継手の許容伸出し量    ：120mm（伸び量 120mm／縮み量 15mm）

  （６）設計水圧         ：ｐ  ＝1.0MPa 
  （７）土被り          ：ｈ  ＝1.5ｍ
  （８）土の内部摩擦角      ：φ  ＝30.0 °
  （９）地盤反力係数       ：ｋ  ＝3000 kＮ/ｍ３

  （10）管と土との摩擦係数    ：μ  ＝0.5 
  （11）土の単位体積重量     ：γｓ ＝16 kＮ/ｍ３

  （12）ダクタイル鋳鉄の弾性係数 ：Ｅ  ＝160000000 kＮ/ｍ２

  （13）継手の限界曲げモーメント ：Ｍ０′＝360 kＮ･ｍ

  （14）曲管部の許容移動量（常時） ：δ０ ＝0.02 ｍ
  （15）想定する曲管変位（地震時） ：δ ＝0.600 ｍ

図 3.5 設計管路（事例２） 

曲管前後の一体化長によるスラスト防護

ライナ

6m6m6m3m

（異径）継ぎ輪

耐震継手ダクタイル管路
6m

6m

6m

3m

（異径）継ぎ輪

45°曲管

11°1/4曲管


